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はじめに
　紹介いただきました寺﨑であります。
　これからお話しいたしますことは、あとの 3 人の先生方のお話に比べると随分雑駁なものに
なるだろうと思います。公立大学というものが近代日本の百数十年の歴史の中でどういうふう
に見られてきたか、それをパノラマ風に眺めるだけのことになるだろうと思っております。と
言いながら、実は私自身これまで細かい資料を調べてきた経験しかありませんので、そもそも
正確なパノラマを描けるか、甚だ自信はありません。ただ、わたくしなりにベストを尽くして
みたいと思っております。
　配ってある資料の第 1 ページが要旨（掲載は省略）で、これをもとに話します。第 2 ページ
以下は参考資料（49 ページ以下に掲載）であります。余談ですが、パワーポイントを使えな
いような者は、これから大学のＦＤが進んでくると追放される（笑）というイメージがありま
す。わたくしは使えない方に入ります。ペーパーだけの従来どおりのやり方でさせていただき
ます。お許しください。
　日本の近代大学史研究をやってまいりまして改めて思うのですが、公立大学の研究というの
は、実は一番遅れております。公立大学の数がそもそも少なかったということもありますが、
しかしもともと、近代の日本の中で、大学と地域、大学と都市といったテーマを考えていく素
地が、いかにも薄かったことから来ていると思います。今、唯一単行本としてきちんと出てお
りますのは、吉川卓治という先生の『公立大学の誕生』（名古屋大学出版会）という本であります。
それでやっと全貌が見通せるようになりました。これから述べますことも、大いにその本に負っ
ております。
　ところで、歴史研究の中では重視されてこなかったのに、このテーマは、実は今、大学改革
のテーマとしては大いに注目されるものになってきています。大学の果たす役割や期待が大き
く変わりつつあるからです。グッド・プラクティス、大学ＧＰというのがあったのをご存じで
しょうか。文部科学省が出しきた、大学の「グッド・プラクティス」（好ましい実践）を励ま
す奨励措置のことです。略して「ＧＰ」と言います。来年以降は廃止されますが、これまでは、
何しろお金が付いて来るので、各大学ともそれを取るよう頑張らざるを得ませんでした。その
ＧＰの中で、改めて、大学と地域の関係、地域への大学の貢献というのを進める動きが高く評
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価されるようになりました。
　こういった動きを勘案すると、大学は、明治維新以来140年の間に伏流してきた、地域や都
市との関係をどうつくるかという問題を、改めて突きつけられているということになります。
現在、公立大学は、数的にはどんどんと増えております。その公立大学、さらには国立大学、
そして私立大学も、地域との関係はどうあるべきか、その一環に都市との関係というテーマも
含めて、あたらためて課題を突き付けられているわけです。
　以下、大まかに時代を区切りながら、問題の流れを見てみたいと思います。
１．情報獲得と構想の時代 ─ 1870 ～ 80 年代─
（1）岩倉使節団と田中不二麻呂・新島襄の調査
　第一に、要旨に書きましたように「情報獲得と構想の時代」がありました。
　明治維新後、新政府が出発したころに、一体、大学と地域との関係というのをはどうとらえ
るべきかいうことは、新国家建設に当たっての 1 つのイッシュー（論点）でした。その論点へ
のかけがえのない情報を提供したのが、いわゆる岩倉使節団の欧米視察でした。
　明治 4 年から 6 年まで、世界を回って海外情報を収集し、同時にいくつかの条約締結の準備
も行ってきたあの使節団の中に、文部省関係の属官の 1 人として、田中不二麻呂という人物が
随行しておりました。その田中は、アメリカで当時留学中だった新島襄と出会い、彼を伴って
アメリカだけでなくヨーロッパ各国を調査して回ったのです。これは、新島襄にとっても非常
に実りある旅だったようです。彼はこのときの功績により、ぜひ政府の一員になってほしいと
頼まれたのだけれども、いや、自分は大学をつくる、と言って、帰国後に同志社をつくりまし
た。　
　2 人が調査の上で得てきた情報こそ、大学と地域及び都市との関係について日本人が得た最
初の知見だったのではないかと思います。それを収めたのが『理事功程』という報告書でした。
これは非常に長大な文献でありまして、全体が、和綴本 15 巻から構成されております。すで
に復刻されていますけれども、岩倉使節団関係者がつくった諸種のレポートの中でも出色の正
確詳細なレポートです。名著と言っていい。この中に実は、大学のことが出てくるのです。
　参考資料の（1）というところをごらん下さい。田中たちがどういう国を見たかということ
が書いてあります。滞在したのはアメリカでしたからアメリカの大学はもちろん見ております。
しかしイギリス、フランス、それからドイツ、ベルギー、オランダ、スイス、デンマーク、ロ
シア、これだけの国を回って、教育の全面にわたって情報を集めてきているのです。今回改め
て読み直してみましたが、大学についても十分な関心を持っていたことがわかりました。
　もちろん、前記各国の大学にすべて行ったわけではなく、学則を取り寄せてそれを翻訳させ
たり、フランスのように中央集権的な教育制度をとっていて大学がそれぞれ自分の大学区を
持っていて行政機能も果たしている国、つまり大学は行政機関の一部でもあったという国の場
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合も、その全体の制度の中で大学というものはどうつくられているかについて強い関心を持っ
ていたことがわかります。要するに田中は、新島青年とともに、欧米の相当な数の大学につい
て、日本人として初めて、広範囲にわたる調査をやった人物でした。
　その田中は、帰国後重要な役割を果たしました。
　彼は当時、文部大丞と言って、今で言えば文部省の次官に当たる地位にありましたが、当時、
大臣に当たる文部卿はずうっと空席でした。ですから田中こそ事実上の文部大臣でした。その
彼が幾つかのことをやったわけです。
　1 つは何か。それは新しい大学の場所をどこにつくるかということでした。
　参考資料の（2）に載せてありますけれども、明治 8 年にまだ東京大学はできていませんで
した。明治 10 年にできましたから、その 2 年前です。大学校をどこにつくるかという話が漠
然と起きていたころであります。そもそも場所を決めなければいけない。再三、「あっちがい
い、こっちがいい」ということを論じたその議論に加わって、「都会はだめだ」と田中は言っ
ているのです。「都会ノ地タル、紛争雑踏万衆其ノ心思ヲ攪
かくじょう
擾シ、意慮ヲ深奥ニ着スルノ障害
ナキ能ハス」。難しい言葉ですけれども、要するに「既成の都会はごちゃごちゃしていて、物
事を深く考えるのにふさわしくない」というんですね。「是ヲ以テ、欧米各地、大学校ハ市街
ノ塵
じ ん
囂ヲ距ルコト若干里、高燥幽
ゆうすい
邃ノ境ニ設置候」と、実にきちんと言っております。
　具体的にはどこにつくれと言ったかというと、上野の山、今の上野公園に当たりますが、あ
そこ一帯を新しい大学の場所にしろと言っております。あるいは駿河台すなわち、今、明治大
学や日本大学の一部がありますが、その駿河台もよい。二つのうちのどちらかだと。要するに
高燥な高台で、静かで奥深い感じの、できれば森や林もあるところがいい。そういうところへ
置けと、こう言っています。
　しかし上野は、そのうち東京市が形成されていくと、オランダ人顧問ボードインの勧告によっ
て公園になってしまいました。大学は置かない。現実の東大はどこで開学したかというと、明
治 9 年に、今の本郷の加賀藩上屋敷跡に、あとで医学部になる東京医学校が移ってきてしまっ
たのです。約 3 万坪の土地でしたが、ほとんど荒れ果てていたところを何とか整えて行くこと
になりました。　
　明治 10 年（1877）年、東京医学校と東京開成学校が合併して正式に「東京大学」という学
校が開学したころも、田中不二麻呂は、まだ文部省の指導的人物でした。彼は、上記のような
措置を進めるのに加えて、別の働きをしていたのです。
　何をやったかというと、千葉県の国
こ う の だ い
府台というところに目を付け、「本当の大学校はそこに
つくらなければいけない」と言って、太政官に掛け合い、現実に文部省用地として、早くも明
治 8（1875）年に、その一帯を入手していたのです。国府台というのは、中世以来の名高い戦
史跡で、それこそ高燥な場所です。今は国立病院などが建っておりますけれども、戦前は長ら
く陸軍の演習地でした。その広大な場所を全部「将来本当の大学校はここにつくるんだ」と言っ
て、彼は獲得していたわけです。
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　ところが、それを獲得した少し後に、先述のように東京大学というのが本郷にできてしまい
ました。それで、太政官は非常に不審に思いました。東京大学医学部（東京医学校が改称した
だけのものです）を本郷にすでに置き、しかもちょっと前に入手した国府台の土地は文部省用
地として保っておく。これは二重取りではないか。国府台というのは 11 万坪ぐらいあります
から、すごく広いところです。両方持っていたらおかしいのではないかと。
　それに対して田中は直ちに「東京大学というのは、外国人が来て日本人に教えている、いわ
ば語学関係の各種学校だ」と答えております。外国語教育を中心とする各種学校の 1 つである。
これからつくる本当の大学は、千葉の国府台にできる。そこは何をやるかというと、日本人の
先生が日本語を使って、日本の生徒に教える、そういう学校だ。こういうふうに彼は言って、
本郷の屋敷跡と国府台の用地との双方とも、手放さなかったのです。
　明治 10 年前後に起きたこうした経過は、東大にとってみると、自らを管轄している文部卿
相当の人物から「お宅はまだ大学ではないよ、だから東京のはずれの屋敷跡に作っておくんだ
よ。日本独自の、自立した本当の大学は房総の地に作るからね」と言われているようなもので
した。私は要旨に「東京大学のネガティブな創立史」とか「陰画的起源」とか書いていますけ
れども、以上は本当の話でございます。
　ところが、田中が文部大丞を退いた後、国府台の話はいつの間にか立ち消えになって、東大
の本拠はいつの間にか本郷のほうになってしまい、そこがやがて帝国大学になって発展すると
いう流れになりました。結局、田中不二麻呂が提起した、大学というのは都会の中にあるべき
ものではない、むしろ「幽邃」の地にあるべきもので、しかも日本語による学術教授の場であ
るべきだという重要な考え方は、消えてしまいました。
（2）北海道における開拓使仮学校から札幌農学校へ
　同じころ、「北海道における開拓使仮学校から札幌農学校へ」という、別の動きが始まって
おります。これも地域と大学を結びつけた動きの 1 つです。
　北大の最初のころ、札幌農学校時代に来たクラークという有名な人物がいます。あの人は決
して、ボーイズ・ビー・アンビシャスと言うために日本に来たのではないのです（笑声）。彼
はマサチューセッツ州立農科大学の学長だったのです。牧畜中心の大農経営という、それまで、
本州や四国や九州の日本の農業人たちが全然知らなかった農法を、北米をモデルにして取り入
れたい、そのためにはどうしてもアメリカから専門家を呼ぶ必要がある、こういう目的を持っ
て来日した人であったわけです。現に、農学校を中心に、牧畜を中心にした大農経営中心の北
海道農業は出発いたしました。
　こういうわけで、土地の需要と大学との関係ということからすると、札幌農学校が一番濃厚
な関係を語る例だと思います。当初は開拓使仮学校という名前だったこの小さな学校は、初め
は東京にあったのですが、札幌へ移り、やがてそれが大きくなるにつれ、そこを中心にして札
幌の市街がつくられたといってもよいほどでした。言い過ぎかもしれませんが、大学中心にで
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きた都市が札幌でした。
　しかし、やがて東北帝大ができると、農科大学となってその中に吸収されました。そうなる
と独自の学校とは言い難くなってきます。しかしそれを乗り越えて、北海道帝国大学農科大学
（農学部）となったのは、ようやく大正 7（1918）年のことでした。
　今まで申したのは、明治の初めぐらいからせいぜい 10 年代の半ばぐらいまでです。その後、
地域と大学、あるいは都市と大学をつなぐ流れは、長らく隠れてしまいます。
２．「地方」認可と継続要求の時代 ─大正・昭和期─
（1）臨時教育会議の議論
　その後に来るのが、「Ⅱ『地方』認可と継続要求の時代」です。明治末から大正半ばにかけ
ての時代です。
　この時代の前半期には、臨時教育会議（大正 6 〜 8 年、1917 〜 19 年）という会議が開催さ
れていました。第 1 次世界大戦を挟んで開かれた内閣総理大臣諮問機関で、明治以降最大の教
育審議会でしたが、大学制度についていろいろと議論いたしました。言い始めると全部の時間
を費やすぐらい、この会議は大学制度に対して大きな影響を与えたのです。今、学生諸君が全
く不思議と思わない「単位制度」を最初に日本に入れたのは、この会議でした。もう 1 つ、必
修科目と選択科目、この必修・選択という教育制度を入れたのも、この会議でした。そういう
ふうに、大正時代の半ばに非常に大きな大学改革があったのですが、その間に、では公立大学
のことが問題になったか。今残されている資料だけで言いますと、ほとんど論題になっていな
かったのです。
　当時、臨時教育会議の議論の末に公布されたのは、参考資料の（3）のＡとして掲げており
ます「大学令」でした。掲げたのは、最初の公布文です。「大正 7 年勅令第 388 号」という番
号は何をあらわすかというと、この年に 400 近い勅令が出たということです。猛烈にたくさん
の法令が出たのです。
　そういう大改革の一環としてできた大学令の中に、第 4 条と第 5 条が出てまいります。第 4
条は「大学ハ帝国大学其ノ他官立ノモノノ外本令ノ規定ニ依リ公立又ハ私立ト為スコトヲ得」
と、ここで初めて日本に公立大学というものが認められることになりました。同時に私立大学
も、このときに初めて認められることになります。
　実情を言うと、政府は渋々、公立と私立という 2 類型の大学を認めたのです。「私立はもと
もと大学ではない、帝大だけが大学だ」と長年言っていたのを改めました。それから、官立な
らいいけれども「公立」というのは本則ではない。この含意が第 5 条に表れております。「公
立大学ハ特別ノ必要アル場合ニ於テ北海道及府県ニ限リ之ヲ設立スルコトヲ得」というのです。
　特別の事情というのは何か。これにはほとんど説明がありません。どんなに審議会の議事録
で見直してみても、何が特別な事情かはわかりません。また、どのような機関が特別の事情を「特
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別」と認めるかということもわかりません。それから「北海道及府県ニ限リ」として、沖縄は
外されています。沖縄には、戦前期に大学はできませんでした。沖縄県の最高学府は最後まで、
師範学校でした。この条項のためです。
　この第 5 条が後で他の文脈から問題になるわけです。
（2）大阪商科大学の創立
　次のヤマは何だったかというと、大阪商科大学ができたときの、文政審議会（大正 13 〜昭
和 10 年、1924 〜 35 年）という、これも大きな審議会の論議でした。そもそもこの審議会は、
10 年にもおよぶ長い存続期間の間に大事なことをいろいろ決めていったのですけれども「大
阪市ニ商科大学ヲ設クルノ議」という諮問が含まれていました。こちらの沿革史にしっかりお
書きになっておられますけれども、大正時代の終わりから大阪に商科大学を設けようという動
きが盛んになって、それまであった 3 つの学校を 1 つにしたらどうかという議論が、早くから
起きていました。それを受けて、文部大臣から諮問が行われたわけです。
　大阪における学校統廃合の様々な動きはさておき、このときに議論されたことの中から、2
つのことだけを申し上げておきたいと思います。　
　第一に、大阪に市立商科大学をつくることを認めてよいかどうかのメルクマールは、2 つし
かありませんでした。
　1 つは、その土地は義務教育がきちんと普及しているか、盛んに行われているかということ
でした。今でしたら、大学を持っていてよいかどうかということと義務教育が普及しているか
とは一見別の問いのように思いますが、当時の政府はそうは見ていませんでした。大学をつく
るという以上、前提である義務教育を熱心にやっているかどうかをまず見なくてはいけない。
こういうのが文政審議会における審議の基本発想でした。　
　2 つは、大前提として、大学は続かなくてはいけないという要請があったのです。ほかの学
校とは別だと。当時は専門学校があり、高等学校（旧制）・大学予科があり、そして、大学令によっ
て単科の官立大学も公立大学もつくってよいことになっていました。すなわち高等教育機関や
大学はいろいろ生まれることが予想されていたのですが、ある学校が大学になりたいと言って
きたときに不可欠なのは「継続しうるか」ということだ、と考えられていました。これは特に
私学には厳しく求められましたが、公立大学にも同じように要求されたのです。私学の場合は、
財団法人がつくることになっていましたけれども、その基本財産は大学を長持ちさせるほど確
かなものなのか。公立大学の場合は、府県はきちんと金を出し続けてくれるか、ということで
す。継続可能性という条件を満たしているか否かが、絶えず検討されたわけです。　
　（4）のところに書いておきましたけれども、文政審議会で政府側の委員は、大学は国家的施
設であるから中学校とは違うということを強調いたしました。中学校は「土地ノ状況ニ依リ」
つくることができると中学校令には書いてある。だから、土地が必要とするならつくっていい
（大正・昭和期は教育拡大の時代でしたから、どんどん中学校ができていました）。ところが、
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大学は「土地ノ状況ニ依リ」ではない、それ以外の条件がある、ということを、田
たどころ
所美
よしはる
治とい
う内務省勤務の委員の 1 人が非常に強く主張しました。
　これに関連して「臨時教育会議というのがついこの間あったけれども、あそこではどうして
市立大学の可否が議論にならなかったのか」という疑問が出ました。つまり、さっきの（3）
Ａの第5条、ここで「北海道及府県ニ限リ」と書いてあって、市立というのは書いてないじゃ
ないか、なぜだったのか、という問いでした。この疑問をなげかけられた、両審議会の委員を
経験した江
え ぎ
木千
かずゆき
之という、当時は枢密顧問官で、明治の初めからずうっと教育にかかわってき
た超ベテランの元内務官僚でしたが、彼は答えています。
　「県ト云フモノモ既ニ大学ヲ立テルト云フノハ一体国家事業デアル、（略）市ト雖モ市ノ普通
ノ仕事以外ニ国家事業トモ認メラルベキ大学ヲ設立スルコトハ差支ナイ」。「併シ市ニハ町村ト
等シク義務教育ニ付テ小学ノ設備ヲ完全ニシナケレバナラヌト云フ大義務ヲ持ッテ居ルノデア
ル、此義務ヲ充分果スコトモ欠イテ、充分果シタトハ云ハレヌ場合ニ、大学ノ設立ヲモ許スト
云フヤウナ規定ヲ設ケルニモ及バヌ、ト云フコトガ一ツノ理由ニナッテ居ッタト思フノデアリ
マス」。
　貴重な証言です。実は臨時教育会議というのは立派な総会議事録が出て、戦後に全部出版さ
れています。ところがその大きな総会で審議するための原案をつくった「主査委員会」という
のが案件に即して複数できておりますが、その主査委員会の記録は全く残っていないのです。
ですから、勅令案文の中の各個の文言がなぜ出てきたかがわからないのです。上記の江木千之
の言葉は、それの非常にまれな証言だと言うことができます。
　大学をつくりたいという地域は、いったい義務教育普及に努力してきたか。大正期からこの
論議があったからこそ、文政審議会は、このポイントを延々と議論したのです。文部省から資
料を出させて、大阪市における義務教育普及の状況、その度合い等々を調べています。そうな
ると大阪市は強い。関一市長その他が、物すごく義務教育の普及に力を注いだ地域であります。
全国でも秀抜な成績をもって義務教育支援力の高かった地域です。市民と市政リーダーの力に
よるものがすごく大きかった。大阪は義務教育の点で問題はないということがわかりました。
　議事のことに戻りましょう。市立大学をつくるというのに、義務教育の話ばかりしている
──とうとう委員の 1 人はかんかんに怒って「市の大学設立可否というような問題は、今こ
こで認可決定にすればいいじゃないか、本当はもっと大事な問題がある」と息巻きました。「女
子教育をどうするか、女子大学をどう認めるかというような問題こそ、昭和の教育の一番大事
な問題だ、早くこの議案は終わって次に進んでいただきたい」。そう言ったのは澤柳政太郎と
いう、成城学園をつくった人物であります。明治末期には東北大学総長として日本で初めて女
性を帝国大学の学生に正規入学させた経験を持っております。ですから、ぜひ女子大学を認め
させたかったんでしょう。
　その抗議があったりして、大阪市立大学論は切り上げて、文政審議会は別の審議案件に移り
ました（ちなみに、陸軍現役将校学校配属令という、学校に現役の陸軍将校が教練の教官とし
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て派遣されてくるという、昭和の時代を象徴する制度も、この文政審議会が決めたのです）。
　ここでよく分かりますのは、戦前期には、大学が国家のものであるということは、基本的に
誰も認めていたということです。その点を疑う者はいませんでした。従って大学づくりは国家
的事業である。これは、それこそ、かつて明治 19 年に帝国大学というのができた後はますま
す疑うことのない前提となっていました。私はこれを、日本における「大学の国家原理」と称
してきましたけれども、その原理についてだけは、だれも疑いませんでした。その上で、では、
もう 1 つのもっと大きな国家事業である義務教育はちゃんとやっているか。これもパラレルに
重要な論点でした。一見関係のなさそうな 2 つの事柄が、実は 1 つになっていたということが
言えます。
　大阪の案件の場合、大学創立の主体が市でしたから、上記の 2 つはいよいよ緊密な結びつき
を持つことになっていたのでしょう。それが論議の長引きや、逆の反発も生みました。しかし
結果は、大学令の改正にまで到達したのです。また、札幌に農科大学が出来たように、大阪に
商科大学をつくるという、需要と大学づくりのコンビネーションの良さが大いにプラスしたの
だろうと思います。
　この時期に、いかに大阪及びその周辺で、公立大学論が議論されたか、その有力なオピニオ
ンリーダーがたくさんおられたということは、こちらの大変よくできた沿革史で十分触れられ
ていることであります。後でまた恒藤先生のお仕事も含めて、大学づくりの論理というものの
ご紹介があると思いますので、よくご理解ください。
　1 つだけ紹介しておきたかったのは、参考資料の（5）番です。
　それは、市立高等商業学校（これが市立商科大学の直接の前身です）の卒業生がつくってい
た有恒倶楽部で関一市長が行った講演です。先ほど申しました吉川卓治先生のご本にきちんと
引用されておりまして、私はそこから見ることができました。読んでおきます。
　「今や大阪市が市立大学を新に設けんとするに当っては単純に専門学校の延長であっては
ならない。国立大学のコッピーであってもならない。（略）学問の研究が中心とならねばな
らぬと共に、市立大学に在て其設立した都市並に市民の特質と密接なる関係を有することを
看過する訳には行かない。（略）大阪市立大学は学問の受け売り、卸売の場所ではない。大
阪市を背景とした学問の創造がなければならない。此創造が学生、出身者、市民を通じて大
阪の文化、経済、社会生活の真髄となって行く時に大学が市民生活の内に織込まれて設立の
意義を全くするものである」。
　非常によく考えられた文章だと思います。
　まず 1 つは、非常にわかりやすい。大学は学問の「卸売の場所ではない」ということです。
受け渡す場所でもなくて、創る場所なんだと。
　この考え方は、先ほど申しましたように、臨時教育会議というものの中で、議論の中で何遍
も確認されてきているのです。そもそも、官立であろうと私立であろうと公立であろうと、大
学と言うからには学問を創造しなければならない、これは大正時代にはっきり確立した大学本
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質観の一部でした。それは関市長もよく知っていました。だから「創造する」と言っています。
　ただし、その学問がどんなプロセスを経て循環するかということになりますと「学生、出身
者、市民を通じて大阪の文化、経済、社会生活の真髄となって行く時」と記されています。す
なわち市立大学という場所そのもの、現在大阪で学びつつある学生、それから地元で活躍する
卒業生、この 3 つが、新しい学問の担い手、大学のミッションの担い手になるのだということ
を、高いレベルのところで論じています。
　市立大学とは何か、公立大学とは何かという議論は、ほかにもっとあるでしょうけれども、
この関市長の言葉以上に出るものはないではないか。吉川先生はそのように評価しておられま
す。私もそうだろうと思います。
　話はずれますが、私は小学校時代は国民学校の教育を受けました。3 年生のときに突然国民
学校という名前に変わって、その 3 年後に卒業した世代です。今残っている資料を見ますと、
国民学校という学校ほど地域と学校とを結びつけた制度はなかったのです、学校を中心として、
子どもたちが集まり、父母が集まり、地域が集まり、それで日本が集まり、一丸となって米英
に対抗する。残っている記録映画等々を見ますと、校長・教員の演説などはそういう論点に尽
きております。実際、いろいろな政策文書を見ますと、国民学校は文字どおり地域の学校だと
いう言葉が物すごく言われているのです。母親学級などという学級も、戦時中に生まれました。
みんな同じ考え方によるものです。
　ところが、大学は関係ありませんでした。特に公立大学とは何かなどというテーマについて
は、戦時中にも見るべき痕跡が残ってないのです。そういう流れの中でいうと、大阪市立大学
の本質を巡る議論は、昭和戦前期のものとはいえ、日本の近代大学論史の中で大きな遺産をな
していると言っていいでしょう。
３．再発見と争論の時代 ─敗戦直後から新学制発足期─
　さて、戦後になります。
　要旨には「再発見と争論の時代」と書きましたけれども、これは、敗戦直後から新学制の発
足の時代です。大学と地域との関係も、このときに正面から問われてまいりました。これには、
占領軍の意図というのが実は大きい役割を果たしております。しかしそれだけではありません。
日本の大学の中からも、戦後大学を地域との新しい関係の中からつくっていこうという動きが
出てまいります。
（1）広地域綜合大学構想 ──北陸・北海道等──
　1 つは、広地域綜合大学構想というべき構想が幾つか出ております。
　例えば、はっきりしていたのは金沢大学です。北陸綜合大学をつくる。帝国大学のような大
学を北陸全域を基盤にしてつくっていく、こういう構想でした。これは本気で考えられており
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ます。金沢大学があって、その隣には富山大学があって・・という形ではなく、もっと大きな
帝国大学を北陸につくろうというしっかりした構想が残っています。
　もう 1 つは北海道です。北海道は敗戦直後のころ、日本の中でもまれに見る豊かな食料のあ
る場所でした。石炭も出る、農産物も漁業資源もある。北海道独立論というのがたびたび起き
ていた時代です。あの時代に、北海道帝国大学を、もっと大規模な総合大学にするという動き
がありました。
　今申し上げているようなことに関する資料は今、大学基準協会というところにきっちり残っ
ております。ガリ版刷りの、今にも壊れそうな資料ですけれども、そういうのを見ますと、「戦
後一時期、日本の大学人は自分たちの働く具体的な地域をベースに置いて大学をつくりたかっ
たのだな」ということがわかってまいります。その辺は、私も戦後大学史を書いたときに必ず
しも取り上げ切れませんでしたけれども、今はいろいろな地域で、そういう志を語る資料が出
てきて、大学アーカイブスに保存公開されるようになってきていますから、ごらんになれると
思います。
（2）南原繁・本郷文教地区構想
　もう 1 つ、要旨には書かなかったのですけれども、東京帝国大学でも総長に選ばれた南原繁
氏が、構想を立てたのです。東京の中に文教地区をつくるという構想です。東大を中心にし
た、当時の本郷区、下谷区、小石川区にまたがるエリアを総合して、大学を中心とするコミュ
ニティーをつくろうと提案したのです。岸田日出刀、丹下健三といった専門分野の教授助教授
たちを中心に、答申をきちっとまとめさせています。東京都の特別地区までもめざしたこの構
想は、遂に実現にはいたりませんでした。しかし、東大でもこのような都市構想を考えた時代
だったのです。
　いずれにせよ、この時期、大学自身の内部から、地域と結びつきたいという動きが起きてき
たことは、間違いありません。
（3）一府県一大学原則の中で
　4 番目は、ご承知のように「一府県一大学原則」という方策が決まりました。旧制の官立高
等教育機関群は、府県を超えて合併することはできない、という原則です。これによって今の
地方国立大学ができました。その過程で、地域というのが当然問題になりました。
　大学に対する地域の要求のなかで一番大きかったのは何だったでしょうか。それは教員養成
だったと見られます。教育学部や教職課程をあらゆる大学につくって、特にそこから義務教育
レベルの教員を養成・供給してもらいたい。これは各府県の強い要望だったのです。どうして
か。それは、それまで 6 年だった義務教育期間が 9 年に延びて、しかも上部の 3 年間は新制中
学校ということになった。つまりいきなり 3 年間も延びた。では、だれがその新制中学校の先
生になるか。教員候補者はどこから出してもらったらよいか。こういうわけで、全国の、旧帝
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大を除く新制国立総合大学に「学芸大学」群が加わり、その他の地方国立大学には教員養成を
担う教育学部や学芸学部ができたわけです。
　戦後の日本の大学は大衆化した、とよく言われます。どうして大衆化したか。親の経済状況
の変化とか学歴社会化といった背景が指摘されますが、私は、リアルな動因は教員需要であっ
たのではないかと思います。教育改革が生んだ不可避の需要でした。これがあったから、各大
学は教育学部をともかく発足させざるを得なかった。中には、2 年間でとにかく卒業させて免
許を与えるという課程を置いた大学も少なくないのです。旧制時代に師範学校を出た者などと
いうのはごく一部で、あとは戦時中の、例えば代用教員をさせられていた女性の方たちとか、
そういう方ばかりで、どうしたらよいか。やっぱり大学に頼らざるを得なかったということが
あります。新しい日本の希望を賭けた新教育を担う人材の育成は、大学に頼らざるを得なかっ
たのです。
　一府県一大学主義というのは、実は教員需要を媒介とした、大学の将来の大衆化を潜在的に
内包した大学政策だったということができます。言い方を変えますと、地域は、戦後になって、
先ず教員需要の母体として、大学の前にあらわれたのでした。
（4）占領軍の動向
　この時期に、目を離せないもう一つの部分がありました。それは占領軍自身の動向です。
　第 1 に、アメリカからやってきた占領軍の担当者たちは、日本に来てびっくりしたらしいの
です。どうしてか。日本に来て大学と言われているところへ行くと、一番威張っているのは官
立大学で、その次に威張っているのは公立大学と言われるところである。私立は一番下だと。
戦時中、日本の私立大学はどうやらめちゃめちゃな目に遭ったらしいけれども、これも不思議
だ。アメリカ人にとってみたら、私学こそ自由の象徴であるはずで、非常に不思議な事態です
ね。他方、アメリカには合衆国立大学など一校もないのです。全部私立か州立です。その国か
ら来た連中から見れば、官立大学があるということがまず不思議で、次に、それが一番威張っ
ているというのはもっと不思議だ。彼らは、「私立大学と国立大学はエッセンス（本質）にお
いて平等である」と、いろんな機会に言いました。これが第 1 です。彼らは、私立大学を大い
に援助いたしました。
　第 2 に、地域との関係です。彼らにとってみれば、大学がコミュニティとともにあるのは当
然のことで、さらにはコミュニティカレッジが生まれており、ジュニアカレッジもどんどんと
拡大しつつある。1940 年代あたりは、アメリカにおけるジュニアカレッジの拡大の真っ最中
の時期でしたから、そういう目から見ると、大学が全部地域から離れているのは不思議で仕方
がないということになります。
　第 3 はマイナスの側面ですが、大学の政治的性格に関する占領軍の認識の問題でした。どう
やら日本の大学は左翼教授たちに操られているようである。その左翼教授たちをコントロール
するためには何が必要か。地域の要求である。この 2 つが重なって、何度か占領下の施策になっ
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てあらわれました。　　　　　　　　　　　　　
　日本の多くの大学人と最も対立的だった施策は、「大学理事会法案」に当たるものをマッカー
サーの側近がつくって示したことです。これは当時、非常に大きい問題になりました。その法
案を見ると、あらゆる国立大学にはすべて、地域の住民から成るコミッティーが置かれると書
いてあるのです。そのコミッティーは、英語で言えば trustees である、つまり理事会である、
地域の理事がイニアティブをとる。学長も教員もその理事会に雇傭されるものとなる。そうい
う管理運営組織にならなくてはならないというのです。これはアメリカの州立大学の管理形態
と酷似していました。
  その流れが実は、今申したように、大学の左傾化、それからどんどん盛んになっていた学生
運動への対抗軸として打ち出されてきたわけです。この理事会法案には、当時の大学の教授た
ちは全面的に反対いたしました。さっき申しました南原繁氏などは、全国大学教授連合という
大学教授の全国組織をつくって圧迫に対抗する動きを起こしました。
　他方、占領軍がもっと深く左右していた日本側の組織は、さっき触れました大学基準協会だっ
たのですが、その組織が先に立って、大学の管理を地方（府県）に譲る（移譲する）というよ
うなことはいけない、とはっきりと反対しました。これは先述の理事会法案とは別の方策だっ
たのですが、大学と地域との結合という原理からすれば、同じ根を持つ「占領軍当局発」の提
案で、批判するには厳しい論議と決意とが必要だったのです。　
　さてこの時期にそういう文脈の中から出てきた府県の重視、それからコミュニティの重視と
いうのは、日本の大学人にとって何を意味したでしょうか。
　1 つは、「地域とのつながりをうっかり強めると、大正時代以来認め、戦時下の圧迫をよう
やく脱して今回復しつつある研究の自由を侵す、そういう勢力を大学に抱き込むことになる」。
こういう警戒心が先ず呼び起こされたことが、大きな問題でした。
　2 つは、事実の問題として、地域の人たちは、アカデミックなレベルが低い、そのレベルの
低い人たちを大学の管理運営組織に抱き込む、とんでもないことだという判断を誘いました。
　占領という事態そのものへの批判と、この二つの警戒心ならびに判断とが重なるような形で
占領下の大学政策が打ち出されてきたことは、日本の大学史における地域と大学との不幸な出
会いだったというほかありません。結果として、これ以後、地域を大学の中に入れてはならな
いという考え方が大学人の常識の一つにさえなってきたと思います。
  そういう点で、「再発見と争論の時代」と書いた第Ⅲの時期は、今でも新しい目で見ておく
必要のある時代であります。残念ながら、吉川先生の本には、そこのところは真正面から触れ
られておりません。今後の大事な課題の 1 つではないかと思います。
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４．潜在的自覚から全面奨励の時代へ ─その後の半世紀─
　時間を使ってしまいそうなので、少し急ぎますが、第Ⅳに記しました「潜在的な自覚から全
面奨励への時代」。これが現在です。
　かつて、潜在的には大事だと思われていた地域と大学の関係、これに対しては、今は一転し
て全面的に奨励されています。
（1）農業を基盤とする一部大学の自覚 ──岩手大学農学部──
　その歴史を見てみると、1 つは、農業を基盤にする一部の大学で自覚運動が起きました。
　考えてみると、農学研究と農業者の育成という仕事は、さっき言いました教員養成に次ぐほ
どに地域に密着した事業です。一時期、岩手大学の農学部などが、特に 1960 年前後に非常に
大胆な改革をなさいました。地域の農民の方を次々に非常勤講師でお招きをする、その方に講
師になってもらう。これは 1960 年代から 70 年代初めごろの試行で広く報道されました。今な
ら当たり前のことですが、当時の国立大学では考えられもしない冒険的な試みでした。毎回、
近所のおじさんが講師になって来てくれる。学生にとっても大変なことだったのです。
（2）「学園都市」構想
　2 番目は、筑波大学学園都市構想です。筑波大学は 1974 年にできましたが、大学だけでは
なくて国立研究施設を擁した学園都市をつくるのだと。形の上から見ると田中不二麻呂の時代
に近いような流れで、つくられてきました。現状については私は詳しく存じませんが、いろい
ろ問題はあるようであります。
（3）散発的なリージョナルな試み
　3 番目には、散発的なリージョナルな試みがありました。ある時期には環日本海文化圏構想
とかを立命館がおっしゃった時期もありますし、それから、環太平洋という規模でお考えになっ
たこともあります。新潟大学などもそういうことをなさっていらっしゃいます。いろいろとこ
の時代に、リージョナルな地域に対する大学の対応活動が行われました。
（4）2000 年代
　そして 2000 年代です。センター・オブ・ラーニング（CEL）という文部省の重点奨励活動
が先ほど申したＧＰの先導形態として出発いたしました。センター・オブ・ラーニングの活動
やＧＰなどを通じて、地域連携の全面奨励が今行われているということです。地域に対してど
う大学が貢献できるか、これを、だれも遠慮なく言う時代になってまいりました。
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おわりに
　140 年の流れをたどってみると、これまで、潜在的な課題や一時的な活動が、実はたくさん
見え隠れしていたことがわかります。同時に、大学と地域の関係のつけ方そのものの中に、繰
り返してはならない危険や失敗があったことも事実です。今回、講演を機に整理させていただ
いて、私にとっては幸運でした、
　最後にどういうことを思うか。私見を 3 つ指摘しておきたいと思います。
　1 つは、大学は本質的に国際的な性格を持つ。これは、地域や都市といった、いわば限定的
な性格を持つ舞台と違います。基本的に、大学とこれら二つとは、起源が相当違うものなんで
す。にもかかわらず、それを結びつけるというのはどういうことかという問い。これは大阪で
言えばずうっと関市長のころからの問題で、やはり学問や教育の内側の質を通じてしか、真に
この三つをつなぐ途はないだろうと私は思います。
　学問は国際的なものです。そして大学は、国家的なものではなく、公的なものです。公的な
ものが地域的なものになり得るためには、どうあったらよいか。いや話は逆で、地域によって
成り立ったものが公的な役割を果たすのはどういうことか、そしてそれが国際的な意義を主張
しうるのはどういうときか、　と問い直してもいい。そういう循環を考えることはできまいか。
「今後の問題」の第 1 番目に挙げました「大学の「国家的」「国際的」性格と「地域・都市」の
限定的性格との矛盾」、これを克服していく途は、私はやはり学問や教育の質における勝負し
かないだろうと思います。さらに重大なのは学士課程教育を通じての人材養成で、大学が選び
取った学問の教授と学生達の学習を通じて、いかなる能力や学識を持つ学生を地域に送り出せ
るか。これは、大学と地域の関係を最も具体的に示す部分になっていくでしょう。
　2 番目は、大学は続かなくてはいけないという、大正時代以来続いてきた考え方をめぐる問
題です。これは、小・中・高校に対しては人々があまり抱かなかった課題でした。かつては継
続性こそ、大学の必要要件でした。だから、旧制大学認可手続きの一環に、「勅裁」というの
があったのです。ある人や団体が大学をつくろうとする。大学の設立認可権は文部大臣にある。
しかし、文部大臣が、「これは大学にしてよい」と認めるその前に、勅裁という手続きを経な
くてはならない。それは天皇自身による裁可のことです。天皇の印（印璽）が押されていない
と、大学はつくってはいけないことになっていました。終戦後までそうでした。こういう手続
きの基礎にあったのが、継続性への要求でした。前提にあったのは、二重の考え方です。「大
学であると認められるということは、天皇の側に『この機関は永続する』という御認定があっ
たことだ」。これが第 1 です。 2 番目は「天皇の認可を経てまでしてできた機関は、つぶれて
はならない、それは国家の恥であるにとどまらず、聖慮に背いたという意味で畏れ多いことで
ある」。こうした二重の考えがあったわけです。
　そういう制度は戦後なくなりまして、大学の設置認可権はすべて文部大臣にあるということ
になりました。判定をするのは大学設置審議会ということになったわけです。
大阪市立大学史紀要　第 5 号（2012年）48
　すなわち戦後は手続的にはがらっと変わったのですけれども、しかしやはり継続性が問われ
ることは確かです。ただしその継続の意義は全く変わりました。
　何よりも大学自身にとって、サバイバルに勝ち残って継続するか否かは致命的な問題になり
ました。またとりわけ学生にとってみると、一番重要なことなんです。母校がなくなるという
のは、痛切なマイナスになります。戦前に、陸軍士官学校とか海軍兵学校に行った人たちは、
皆この経験を経ました。「自分の母校は江田島にあった」と言っても、若い者には全く通じな
いという話になります。今はどの大学の卒業生たちも、同じ目に遭う危険性を持っているわけ
です。
　確かに継続は重要です。しかし、だれにとって重要か、国家のために重要ということではな
く、地域のために重要ということでもない。私は大学自身および特に学生自身のために重要だ
と思います。自分たちの母校をどう確保していくかということです。
　それから、最後の項目です。「大学が都市をつくる」。これは田中不二麻呂がかつて発言して
きたことでした。ですから、東大ではない、本当の日本国の大学は、千葉県国府台という何に
もない台地につくる。その周りに町ができて構わないじゃないか、というのが 140 年前の田中
の考え方だったと見られます。彼はその考え方を、小学校にも及ぼしました。ですから、彼の
時代に、日本の小学校は、まれなほど地域と結びついたわけです。これは教育史の研究で明ら
かになっています。
　戦時中はさっき言いましたが、国民学校は地域と結びつきがありそうな形になりました。も
ちろんそれは敗戦によって崩れました。しかし、その後、今やはり地域との関係は大いに問わ
れています。小・中・高校教育という公的事業がいかに地域にとって重要なものであるか。そ
の逆に、地域の要望にこたえるということが小・中・高校の任務遂行のためにどれほど重要な
ことか。改めて問われています。大学もそうだと思います。需要と応答、要請と対応との循環
を支えるのは、小・中・高校教育から大学教育・高等教育全般を含めた、公教育の公的性格が
保障されることであり、地域はこの循環の中でどのように位置付くかが問われます。需要や要
請に押し流されるのではなく、教育の自律性を確保しつつ大学が地域と連携するにはどうした
らよいか。私どもは、伏流してきたこの大きい問題を、今問われていると思います。
　最後に「地域」「都市」と私は申しましたけれども、「都市」の問題というのは、「地域」の
中にイコールで入らないのではないか、という気がいたします。都市化という問題と、地域の
存在という問題とは違う事柄だからです。この点は後で先生方のご発表を聞きながら、考えさ
せていただきたいと思います。またチャンスがあれば発言させていただきたいと思います。長
時間、ご清聴ありがとうございました。（拍手）
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　　　　　　　「第 4 条　大学ハ帝国大学其ノ他官立ノモノノ外本令ノ規定ニ依リ公立又ハ私立ト
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コトヲ得」
　　　Ｂ　改正（1928 ＝昭和3年、勅令 7 号）　
　　　　　　「第 5 条　公立大学ハ特別ノ必要アル場合ニ於テ北海道及府県及市ニ限リ之ヲ設立
スルコトヲ得」　    　　
（４）　大学令改正問題に関する文政審議会審議（1926 年 12 月 9 日）
　　　①　財政的条件が基本。大学は「国家的施設」であるから中学校（「土地ノ状況ニ依リ」
と規定）とは違う（田所美治・政府側委員）。  
　　　②　「県ト云フモノモ既ニ大学ヲ立テルト云フノハ一体国家事業デアル、（略）市ト雖モ
市ノ普通ノ仕事以外ニ国家事業トモ認メラルベキ大学ヲ設立スルコトハ差支ナイ、
（略）併シ市ニハ町村ト等シク義務教育ニ付テ小学ノ設備ヲ完全ニシナケレバナラ
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　　　　（江木千之、「大学令に『市』が含まれなかった経緯」への答弁」）。
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（５）大阪市立大学設立への関一市長の期待
　　　　　　　　　　（市立高等商業学校卒業生の「有恒倶楽部」における講演の原稿）
「今や大阪市が市立大学を新に設けんとするに当っては単純に専門学校の延長であって
はならない。国立大学のコッピーであってもならない。（略）学問の研究が中心となら
ねばならぬと共に、市立大学に在て其設立した都市並に市民の特質と密接なる関係を有
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の内に織込まれて設立の意義を全くするものである
　　　　　（1926 ＝大正 15 年 11 月 14 日の日記。
吉川卓治著『公立大学の誕生』、2010年、名古屋大学出版会、pp.286-287 より再引）
                                                                       　　以上
（てらさき　まさお・立教学院本部調査役、東京大学・桜美林大学名誉教授）
